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明
日
の
言
葉

移動は社会の基軸だ。
テクノロジーの進化がもたらした移動の拡大によって
今、大規模な社会変動が起こっている。

人々は、今日かつてないほどに「移動の途上」にある
……ジョン・アーリ
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文：平野啓一郎
絵：大坪紀久子

02

特集
すでに始まってしまった未来について　　　�

エ ッ セ イ

な
ぜ「
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
」な
の
か
？

　私は、80年代の SF ブームのただ中で小学校時代を過ご
したせいか、図工の課題や絵画コンクールなどで、何度か

「未来の世界」の想像図を描かされたことがある。
　そういう時の定番は、「空飛ぶクルマ」で、多くの子供
たちが、風景の中にそれを描きこんでいた。逆に言うと、
それより他に、都市空間の未来像をうまく想像できなかっ
たのかもしれない。
　私は、2008年に、2030年代のアメリカを舞台とした

『ドーン』という小説を書き、そのために未来の世界を真
面目に予測してみたが、どう考えても、車が空を飛んで
いるとは思えなかった。現在のタイヤがついた自動車は、
十二分に機能しており、わざわざ車体を浮かせる必然性が
ないからである。映画『ブレードランナー』のように、本
当に大規模に「空飛ぶクルマ」が行き交うとすると、事故
で落下してくれば被害甚大である。そのためのインフラ整
備を、巨費を投じて行うとはとても考えられない。
　他方で、実現も見えてきた自動運転に関しては、不思
議なほどに子供の想像力を刺激せず、「空飛ぶクルマ」も、
基本的には人が運転するものだと考えられていた。
　大阪・関西万博では、「空飛ぶクルマ」の商用飛行が喧
伝されていたが、結局、デモ飛行のみということになりそ
うである。しかし、私はこのニュースを見る度に、どう
しても解せない。というのも、ここで言われている「空飛
ぶクルマ」は、ドローンであり、車輪もなく、誰が見ても

「クルマ」ではないからである。
　メディアはどうして、あれを頑なに「空飛ぶクルマ」と
呼びたがるのだろうか？　かつての未来予測（というより
夢？）に、強引に現実を当て嵌めようとしているのだろう
か？
　これまでにも何度となく、私はこの疑問を語ってきた
が、まったく相手にされていない。しかし、まがりなりに
も小説家の私は、縦から見ても横から見ても「クルマ」で
ないものを「クルマ」と呼ぶことには、やはり抵抗し続け
たい。

Keiichiro Hirano
小説家。1975年生まれ。1999年京都大学在学中に『日蝕』により芥川賞を受賞。

以後、『葬送』、『ドーン』、『空白を満たしなさい』、『透明な迷宮』、『マチネの終わりに』、
『ある男』、『「カッコいい」とは何か』、『本心』、『富士山』など、数々の作品を発表。

『三島由紀夫論』（新潮社）で2023年、小林秀雄賞受賞。
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体の動きやすさや社会の流動性を指す「モビリティ」という言葉は、
転じて人やモノを空間的に移動させる能力や
機能を意味するようになっている。
人類の進歩は常にモビリティと共にあった。
そして、近年、情報通信とテクノロジーの進化が、
モビリティの可能性を飛躍的に拡大させている。
私たちはどこに向かおうとしているのか。その課題に向き合う。
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特 集 論 文

　1. はじめに

　次世代交通とは、文字通り未来の交通を示す用語で
あるが、絶対的なものがあるわけではなく、その時代
のニーズによって変化を繰り返している。まずは次世
代交通の歴史を振り返る。
　永く続いた徒歩の時代が産業革命を経て終焉を迎え
たのは、今から約200年前のことである。1825年に英
国で蒸気機関車の営業運転が始まり、鉄道敷設の流れ

は世界各地に広がった。日本で初めて鉄道が開業した
のは1872年の新橋・横浜間である。その後日本各地
の都市は鉄路で結ばれ、次第に国土全体の鉄道ネット
ワークが出現する。島国であり山と海に挟まれた日本
の市街地を結ぶ交通機関としては、極めて効率的な交
通手段だったといえる。また、都市内の移動手段に目
を向けると、1895年の京都を皮切りに路面電車の運
行が始まり、昭和に入ると路面電車は全盛期を迎える。
　その後、1920年代になると世界に先駆けて米国で
自動車の大衆化（モータリゼーション）が始まり、交

1

キーワード
次世代交通　都市計画　コンパクトシティ　モビリティハブ　カーブサイド

早稲田大学 理工学術院 教授

森本 章倫 Akinori Morimoto

次世代交通と
 これからのまちづくり

近年、世界各地で電動キックボード、ライドシェア、自動運転車などさまざまな交通機関が出現している。
また、地球環境問題への高まりなどから、ウォーカブルなまちづくりが注目を集め、
LRTやBRTなどの新たな都市内公共交通を導入する都市も増えている。
公共交通政策と連動して自動車の都心流入が規制され、車道は歩道や自転車道に生まれ変わり、
都心の駐車場は公園や憩いの広場としての再生が進む。
多様化する都市交通に対して、これからのまちづくりはどうあるべきか。
ここでは次世代交通と今後の都市計画に焦点を当てて、その課題と展望について考えてみたい。
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代に入り、セグウェイなどのパーソナルモビリティが
生まれ、最新の技術と斬新なスタイルに世間の注目が
集まる。2010年代は情報通信技術（ICT）の進展が後
押しとなり、Uber などのライドシェアの導入が世界
各地で進んだ。そして、2020年代は運転手が同乗し
ない自動運転車（レベル 4）が実用化段階に入り、つい
に自動運転社会の幕開けと解釈することができる。
　米国のモータリゼーションから約100年の時を経
て、自動車にも衰退期が現れたのかもしれない。それ
では現時点での自動車に代わる主たる次世代交通と
は、何であろうか。

　2. 人中心の交通システム

　2017年にヘルシンキ（フィンランド）で、複数の交通事
業者の予約や決済などのサービスを統合したシステムが
運用を開始した。月額一定額を支払えば多様な交通機
関が何度でも自由に乗れるサービスで、これは Mobility 
as a Service（MaaS）と呼ばれる。MaaS とは「ICT を活
用しマイカー以外の全ての交通手段による移動を一つの

通の主役は次第に鉄道から自動車へと交代していく。
わが国では1960年代の高度経済成長期になると、自
動車は庶民の足となり、地方都市を中心にその利用が
急速に進んだ。
　このような主たる交通機関の変化は数々の文献で指
摘されている。例えば、戦後のわが国の交通計画を牽
引した八十島義之助氏の著書『都市と交通』（1966）の
中で、今野源八郎氏（東京大学教授）の説明として次
のように紹介されている。
　「交通手段の栄枯盛衰といってよいが、これを交通
機関のライフサイクルと呼んでいる。技術の進歩と社
会条件の裏づけによって、交通自体に自然淘汰作用が
働く現象なのである（図表1）。」1）

　つまり、どのような最先端の交通手段であっても終
焉があり、技術革新で新たな交通機関が生まれると、
その主役の座を明け渡すことになる。
　図表1は1950年ごろまでの記述で終わっているが、
その後の変化を追記すると、1970年代になると行き
過ぎた自動車社会への反動もあり、海外で次世代型路
面電車（LRT）や快速バス（BRT）が誕生する。2000年

図表1　交通機関のライフサイクル

出典：八十島（1966）：「都市と交通」を基に作成
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実験期 初期発達期 急速発達期 成熟期 衰退期
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サービスとして捉え、シームレスにつなぐ新たな移動の
概念」のことで、この画期的なシステムは瞬く間に世界
各国に広まった。わが国でも交通事業者、自治体などが
数々の社会実験を経て、MaaS の導入が進められている。
例えば、2019年に栃木県宇都宮市で実施された MaaS
社会実験では、MaaS アプリを活用した結果、バス利用
者は1.4倍、鉄道利用者は3.8倍と実験中に大きく増加し
た2）。
　今後、次世代交通として自動運転車が大きな役割を担
うことは確かであり、ICT の活用は多様な交通機関をシー
ムレスに結び付けることができる。そのため、利用者
は車両を購入して利用するより、必要なときだけ自分の
ニーズに合わせて選択して利用する方がお得となる。つ
まり、高度に進化したさまざまな交通機関が、MaaS の
ような情報システムによって融合することで、さらにその
優位性を発揮することができる。ここでは、この新たな
システムを「人中心の交通システム」と呼称する（図表2
参照）。
　既存の交通機関の中で、多様な次世代の交通機関が

誕生し、それらが高度に融合して「人中心の交通シス
テム」が成立する。その中で最も重要で、根幹を成す
のが「徒歩」である。歩くことは人間本来の欲求でも
あり、環境にも健康にも最適な移動手段である。持続
可能な社会を交通の視点で考えるなら、徒歩圏内に生
活に必要な機能が集まった「歩いて暮らせるまちづく
り」が都市計画の理想でもある。

　3. 次世代交通と都市計画

　人中心の交通システムと都市計画をどのように融合
すればよいか。わが国では急速に進む人口減少や少子
高齢化に対応するために、人口規模に合った都市構造
へと緩やかに縮退することが必要とされている。そ
のため、国は2014年に都市再生特別措置法を改正し、
コンパクトシティの形成を目指した立地適正化計画制
度を創設した。この計画は行政と住民や民間事業者が
一体となって、居住機能や医療・福祉・商業などの都
市機能を誘導し、持続可能な都市構造の構築を目指す

図表2　人中心の交通システム3)

コミュニティバス

既存交通

次世代交通

路線バス

路面電車

鉄道

LRT/BRT

超小型モビリティ

FCV（燃料電池自動車）

自動運転

自転車

バイク
ライドシェア

EV（電気自動車） HV（ハイブリッド自動車）

タクシー

人が交通をニーズに合わせて自由に選択する時代

出典：森本（2023）を基に作成
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非集約エリア
自転車
パーソナルモビリティ
自動運転車

集約エリア
LRT、BRT、自動運転バス
＋徒歩

集約エリア
（公共交通＋徒歩）

非集約エリア
（個別交通が主）新幹線

高速道路

自動運転

幹線道路

LRT
BRT

TOD
（公共交通指向型開発）

生活道路

鉄道

包括的なマスタープランである。人口減少下で都市経
営に不安を抱える自治体は多く、立地適正化計画の策
定都市は増加を続け、2024年3月末時点で全国747の
地方公共団体が具体的な取り組みを実施している。
　それではどうやって、コンパクトシティへと誘導す
るのか。立地適正化計画を策定することで、さまざま
な財政優遇処置などが用意されているが、本質的な誘
導には土地利用と交通の相互関係を活用した戦略が重
要となる。それは徒歩の時代から、鉄道、自動車の時
代まで、交通手段の変化によって都市はその形を変化
させてきたからである。つまり、次世代の交通と想定
される「人中心の交通システム」を賢くデザインする
ことで、コンパクトな市街地へと誘導することができ
る。
　コンパクトシティの構築に向けては、次に説明する
二つの交通戦略が極めて重要となる。まずは、集約エ
リアにおける交通戦略である。これは徒歩を中心に歩
いて楽しいまちづくりを推進することである。例えば
魅力的な歩行空間を創出し、定時性と快適性を確保し

た次世代公共交通（LRT や BRT など）を整備し、街
並み再生と合わせたまちづくりをトータルデザインと
して進めることである。一方で非集約エリアでは、自
転車や1 〜 2人乗りのコンパクトなパーソナルモビリ
ティなどの利用を促進し、できるだけ自家用車だけに
頼らない交通環境整備に努める。将来的にはライド
シェアの自動運転車などの普及を推奨するエリアであ
る（図表3参照）。
　この二つの交通戦略を組み合わせて実施すること
で、都市全体のモビリティを確保することができる。
市民はライフスタイルに合わせて、この二つのエリア
から自由に居住地選択をすることになる。歩いて暮ら
せる集約エリアか、緑豊かな非集約エリアかのどちら
を選ぶかは市民次第である。前者を選択する住民が増
えればコンパクトシティに近づくが、後者を選択する
住民が多い場合はコンパクト化には向かわない。コン
パクトシティの形成は行政から強制されて実現するも
のではなく、あくまで住民の自由意志の結果として生
まれるものである。コンパクトシティへの誘導が必要

図表3　コンパクトシティにおける交通戦略4)

出典：森田・森本編著（2021）を基に作成
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なら、集約エリアが市場で選ばれるほど魅力的にする
しかない。
　2023年8月にわが国で最初の全線新設の LRT が栃
木県宇都宮市と芳賀町で誕生した（図表4参照）。路面
電車の新設としてみても実に75年ぶりであり、その
利用者数は予想を上回る高い水準で推移している。ま
た、宇都宮市の総人口は減少する中、LRT 沿線人口
は開業前から8% の増加を見せた。LRT 開業後まだ1
年弱であるが、宇都宮市が掲げるネットワーク型コ
ンパクトシティ政策は着実にその成果を上げつつあ
る。その理由の一つは自動車に過度に依存した都市に
おいて、圧倒的に便利な公共交通が出現したからであ
る。例えば、JR 宇都宮駅から鬼怒川を渡った清原工
業団地の区間に、LRT 整備前は路線バスが36便／日
であった。それが LRT 整備後は256便／日へと飛躍
的に運行頻度を増加させた。もちろん LRT は専用軌
道を走行するので渋滞に巻き込まれることもなく、定
時性も確保している。都市の形を変える次世代交通と
なるには、土地市場に影響を与えるほどの魅力を創り

出すことができるかがカギとなる。

　4. モビリティハブの新設

　人中心の交通システムの構築において、もう一つ重
要となる施設がある。それは都市内の適材適所にモビ
リティハブを整備することである。モビリティハブ
の定義はいくつかあるが、欧州のベストプラクティ
スに基づくモビリティハブ・ガイダンス（2019）5）によ
ると、「利用者を魅了し、利益をもたらすような充実
した施設や情報機能と、さまざまな交通手段を備えた
場所」とされる。要約すると従来の交通結節点の機能
に、利用者の便益を高める機能が付加されている施設
である。
　なぜモビリティハブが重要な施設かというと、人中
心の交通システムでは、多様な交通機関の乗り換えを
基本にしているからである。また、自動運転社会にお
いても自動運転車の待機場や充電施設として不可欠な
施設となる。従来の自動車は基本的に出発地の駐車場

図表4　宇都宮 LRTと宇都宮駅東口地区整備事業

出所：著者撮影
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となる。歩いてすぐの場所でライドシェアの交通機関
を自由に利用できるなら、自宅に駐車場を整備する必
要はない。人口減少下で増加している空き家や空き地
の有効活用策として、モビリティハブを整備すること
も考えられる。また、近年過剰状態となっているコン
ビニエンスストアや、EV の普及に伴って機能転換が
求められるガソリンスタンド（GS）などもモビリティ
ハブの候補地の一つである。交通システムの進化にお
いて、交通機関だけでなく関連する土地利用も併せて
計画・設計することが肝要である。

　5. カーブサイドの設計

　自動運転車が普及すると従来の駐車場の利用が少な
くなる一方で、路肩（カーブサイド）での乗降需要が
増加する。現在でもタクシーアプリで迎車を依頼した
際に、乗車場所は依頼場所の近くの路上であったり、
降車場所も目的地近くの路肩であったりする可能性が
高い。理想としてはタクシー乗降場や民地側に車寄せ

から目的地の駐車場に向けての移動が主であった。自
動運転車の場合、利用者がスマホで呼び出し、目的地
付近で降車するため、従来のように施設に併設された
駐車場を必ずしも利用する必要はない。現在でも駐車
場は供給過剰な状態であり、自動運転社会ではさらに
需要が低下する。そのため、駐車場の有効活用は今後
の都市課題の一つでもある。持続可能な都市構造への
転換を目指す際に、使われなくなった駐車場の一部空
間は、人の憩いの空間になったり、ライドシェアの拠
点になったり、宅配ボックスの設置場所になったりと
多機能化することが望ましい。つまり、従来の駐車場
は車を駐車させるだけの単一機能から、付加価値を生
み出すモビリティハブへと進化することが期待され
る。図表5は出発地から経由地および目的地における
モビリティハブのイメージを描いたものである6）。
　活動の拠点となる目的地や経由地のモビリティハブ
は現在でもいくつかの類似施設があるため比較的、想
像しやすい。しかし、居住地のモビリティハブは現在
ほとんど存在しないため、その整備は新たな政策課題

図表5　多様なモビリティハブの連携6)

出典：望月ら（2024）を基に作成
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のある施設での乗降が望ましいが、残念ながら都市内
にそのような場所は限られている。
　現在の道路交通法では交差点の側端から5m 以内の
部分、横断歩道の側端から前後5m 以内の部分などへ
の駐車・停車は禁止されている。一方で、単路部は
ガードレールで保護されている場所が多く、こちらも
乗降は困難である。そのため現在のタクシー利用の多
くが道路交通法違反の上で成り立っている可能性が高
い。事実、都内でタクシー利用の実態調査 7）では、横
断歩道や交差点付近および駐停車禁止区間での乗降が
66%、バス停付近での乗降が22％と、実に約9割が道
路交通法違反であったと報告されている。自動運転車
は当然、道路交通法を遵守するため、道路の路肩を利
用して乗降できる場所は極めて少ない。
　そのため、自動運転車の普及において、カーブサイ
ドのデザインは極めて重要な施策となる。将来の理
想的なカーブサイドの利用イメージを図表6に示す。
カーブサイドは自動運転車の乗降用の他、荷さばき車
両の一時駐車場所や、ごみ収集車の停止場所などさま
ざまな用途に活用される。運転手が同乗しない自動運
転車（レベル 4以上）では、車両は遠隔操作されるので

違法駐車や長時間駐車などはシステム側で抑制するこ
とができる。そのため時間帯に応じて効率的な空間利
用が可能となる。特に、カーブサイドデザインにおい
ては沿道の土地利用との調整が重要となり、官民連携
により魅力的な空間づくりに貢献することができる。

　6. おわりに

　次世代交通の出現を想定した都市の在り方につい
て、その課題と展望を述べてきたが、全ての都市で同
じ将来像を描く必要はない。歴史的な景観を保全する
都市もあれば、地域コミュニティの中で緩やかに変化
する場所もある。また、次世代交通として紹介した

「人中心の交通システム」も急に出現するのではなく、
既存交通システムの中で試行錯誤を繰り返しながら
徐々に社会に浸透していく。同様に都市施設や都市構
造自体も、時代のニーズの中で長い時間をかけて変化
する。
　重要なのはその変化を見通したロードマップを作成
して、できるところから実施することである。先述し
たように、人口減少社会で増加を続ける空き家や空き

図表6　カーブサイドのデザイン8)

出典：Morimoto(2021 ) 
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地の対策の一つが、モビリティハブとしての再整備で
ある。また、自動運転車の導入においては、まずはタ
クシー乗り場の整備を提案したい。カーブサイドを賢
く活用した乗降場の整備は、今後のロボットタクシー
の乗降場ともなり得る。現状の課題を解決しつつ、将
来のモビリティ社会に向けた準備をすることが大切で
ある。
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　1. ICT もモビリティ？

　人々が移動して対面で交流する際は、五感をフルに
使い、その場の雰囲気のようなものまで感じられるコ
ミュニケーションができる。このような対面交流と比
較すれば、現状の ICT を通じたオンラインコミュニ
ケーションはある程度限定的とならざるを得ない。し
かしながら、その進化のスピードはすさまじく、メタ
バースなども含め、従前では考えられないような深化

したコミュニケーション形態が創造され、対面交流の
代替となり、補完となり、活用されてきている。加え
て、ICT はリアルタイムの情報交流のみならず、保
存や転送も可能とする。書物が時空を超えて知識や文
化、さらには感動を伝達してきたのと同様、時として
リアルタイムでの対面交流以上の便益を ICT はわれ
われに提供するのである。
　モビリティを直訳すると、「可動性」「移動性」「機
動性」などとなるが、一般には、人や物の移動を意
味する。データや情報が物理的なものかはさておき、

2

キーワード
リモートワーク　オンラインコミュニケーション　電気自動車　観光需要　出張

中央大学 経済学部 教授

中村 彰宏 Akihiro Nakamura

ICTとモビリティの代替・補完

本稿では、代替性と補完性という視点から、ICTとモビリティの関係を論じている。
ICTはリモートワークなどのように移動の代わりとなるような側面と、移動を便利にする側面があり、
特に後者は移動を刺激し、移動を増やす効果もある。
また、安価なオンラインコミュニケーションが可能になることでより遠くの移動需要を誘発する効果もある。
今後もICTとモビリティの関係はますます深化し、人々の生活を豊かにしていくものと考えられるが、
本稿では、筆者の研究グループが実施してきた研究結果を紹介しつつ、その動向について述べている。
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ICT は質量のあるものを移動させるわけではない。
他方、人が移動する際には、物理的な移動そのものが
目的というケースは少なく、移動した先でのコミュニ
ケーションが主目的であることが多い。人そのものが
物理的に移動することが、モビリティ本来の目的では
ないと考えると、人々の間で情報や感情、さらには感
動を移動（やりとり）している ICT によるオンライン
コミュニケーションは、モビリティの概念に含めても
よいのかもしれない。

　2. オンラインコミュニケーションへの
　　 抵抗感

　コミュニケーションは、単なる情報伝達とは異な
り、意思疎通を伴う交流であり、自分と相手がいて成
立するものである。そのため、自分だけが新しいコ
ミュニケーションの形を望んでも、相手がそれに同意
しなければ、成立しない。
　コミュニケーション手段に限らず、人々が、従来の
やり方から新しいやり方に変更する際には、スイッチ
ングコスト 1）が生じる。このスイッチングコストの存
在は、これまで多くの分野で、コミュニケーションの
オンライン化が進んでこなかった理由の一つである。
そんな中、コロナ禍で多くの人たちが同時にオンライ
ンコミュニケーションを実践し始めたことで、社会に
ネットワーク外部性 2）のような効果が生じた可能性が
高い。
　ネットワーク外部性に相当する便益は、初期の利用
者にはほとんど感じられないため、多くの人が同じ
サービスを利用することで発生する社会全体の総便益
量が大きかったとしても、普及が進まないこともあ
る。コロナ禍で多くの人がリモートワークやオンライ
ンコミュニケーションを必要に迫られて実践し、オン
ラインツールをパソコンやスマートフォンにインス
トールした。その結果、誰にでも、ウェビナーなどの
イベントやオンライン会議が企画・実施しやすくなっ

た。オンラインコミュニケーションの便益はコロナ以
前にもある程度は理解されていたが、コロナ禍で多く
の人がその便益を実感したことはコロナ後のオンライ
ンの使い方にも影響している。
　また、コロナ以前に、オンラインコミュニケーショ
ン利用が進まなかった理由の一つには、それを実践
することの心理的費用が大きかった点も挙げられる。

「オンラインで済ます」という表現があるが、移動し
ての対面コミュニケーションではなく、「オンライン
で済ます」ことは、何となく「サボっている」ように
聞こえる面がある。この「サボっている感」を他者に
与える点は、オンラインコミュニケーションを実践す
る心理的費用の一つであった。日本人はその国民性と
して同調性が高いと形容されることがある。他の人が
自分と同じような行動をしてくれないと、自分もその
行動をとりづらい。コロナ禍によって、オンラインコ
ミュニケーションの実便益が人々に認識されたことに
加え、オンライン化への抵抗感が下がったことでス
イッチングコストも低下したのである。
　なお、スイッチングコストの視点からオンラインコ
ミュニケーションを考えてみると、デジタルネイティ
ブ世代は、スイッチングコストを伴わずにオンライン
コミュニケーションを楽しむ世代といえよう。この世
代は、友達と１カ所に集まらなくてもオンラインで
ゲームをプレイし、バーチャルコミュニケーションを
日常的に行う。2023年10月に文部科学省が「日本の
小中学校における不登校の児童生徒を含む長期欠席者
の数は約46万人（うち不登校児童生徒は約30万人）」
とのデータを発表している。不登校の原因はそもそも
学校に行きたくないというケースも含め多種多様であ
り、オンラインコミュニケーションの容易さだけが原
因ではないが、オンラインコミュニケーションが普通
に存在することが、友達と会うために学校へ行く必要
性を小さくしている面はあろう。
　そもそも「オンラインで済ます」ことで何となく

「サボっている感」を抱くのは、物理的に移動するこ
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との費用を負担していないからであろう。オンライン
がデフォルトで当たり前になれば、費用が相対的に高
い移動という行為は、むしろデフォルトからの損失と
なるため、今後さらに減っていくのかもしれない。こ
のように物理的な人の移動とオンラインの関係は今後
さらに変わっていく可能性が高い。

　3. 経済学的視点からの ICT と
　　 モビリティの関係

　ここで、モビリティをいったん、「移動しての対面
コミュニケーション」と捉えた上で、経済学的な視点
から ICT とモビリティの関係を考えてみると、両者
の関係は代替と補完の両側面があると考えられる。
　代替面とは、テレワークに代表されるように、ICT
が移動しての対面コミュニケーションの代わりとなる
ケースである。実際、コロナ禍で人々が外出を控えた
時期には、インターネットトラヒックは大きく増大し
ている（図表1）。
　経済学において補完財の関係とは、例えば2種類の

財 3）があった際に、一方の財の価格が上がって需要が
下がった場合に、もう一方の財も、需要が低下する財
の関係をいう。乗換案内サービスのように、効率的に
移動する情報を提供することで、移動が効率的にな
り、その効用が増す場合には、さらにサービスの利用
が増える、すなわち、ICT が移動の補完財としての機
能を果たす。
　このような ICT とモビリティの関係は古くから
議論されてきた。今川（2001）、Imagawa（2002）は
電話による音声コミュニケーションのみの時代の分
析ではあるものの 、日本の都道府県間 OD（Origin-
Destination）交流量のデータから、通信と移動需要が
補完的関係にあったことを報告している。また、中
村（2001）では、交流距離が遠くなるに従って通信と
移動需要の代替の弾力性が高くなることを報告してい
る。音声通話時代に、通信と移動需要が補完関係にな
る例としては、もともと移動のための交通費が高額で
あることなどから交流しにくかった地域間において、
通信コストが安くなることで実質的な交流が可能とな
り、結果として人の往来が発生するというケースが挙

図表1　わが国のインターネットにおけるダウンロードトラヒック

※2017年5月より協力 ISPが5社から9社に増えており、それ以前は5 社、以降は9 社の数字となっている。

214
239 255

341
387

455
535

624
702

792

930

1,092

1,196
1,225

1,352

1,512

1,594

1,897
1,714

2,571

2,293 2,889
4,448

3,560 5,467

6,840
8,292

8,027 8,903

10,289 10,976
12,086 12,650

19,025 19,820

23,650
23,899

25,993
29,241

30,517

34,521
36,043

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
Gbps

20
04

/0
9

20
04

/1
0

20
04

/1
1

20
05

/0
5

20
05

/1
1

20
06

/0
5

20
06

/1
1

20
07

/0
5

20
07

/1
1

20
08

/0
5

20
08

/1
1

20
09

/0
5

20
09

/1
1

20
10

/0
5

20
10

/1
1

20
11

/0
5

20
11

/1
1

20
12

/0
5

20
12

/1
1

20
13

/1
1

20
13

/0
5

20
14

/0
5

20
14

/1
1

20
15

/0
5

20
15

/1
1

20
16

/0
5

20
16

/1
1

20
17

/0
5

20
17

/1
1

20
18

/0
5

20
18

/1
1

20
19

/0
5

20
19

/1
1

20
20

/0
5

20
20

/1
1

20
21

/0
5

20
21

/1
1

20
22

/0
5

20
22

/1
1

20
23

/0
5

20
23

/1
1

20
24

/0
5

出典：総務省公表資料から筆者作成

Vol.61 2025 Spring14



げられる。安価なオンラインコミュニケーションが可
能になったことでグローバルな交流が盛んになった現
代社会の状況はこの好例である。
　最近の ICT の進展で発生した事例としては、桑津

（2020）で報告されているように、オンライン接続さ
れたセンサーやカメラの技術進歩により、ベテランが
遠隔地で複数現場の作業を集中して確認・判断し、実
際に現場に赴くのは（コストの低い）若手や未経験者
という形で機械類を保守・管理するようなケースが登
場してきている。オンラインが利用できるようになっ
たことで（高コストのベテランの人数が少なくても）
保守・管理が可能となることで、全体コストが低下し
た結果、（若手や未経験者の）移動を増やすことにつな
がるという意味では、こうしたケースもオンラインと
移動需要の補完の一例といえる。

　4. ICT とモビリティの代替面

　先にも述べた通り、ICT とモビリティの代替面の典
型例は、テレワークであろう。2003年に「e-Japan 戦

略Ⅱ」が発表されて以来、日本でもテレワークの普及
が図られてきたが、コロナ禍で急速にテレワークが進
んだことは周知の通りである。総務省（2024）による
と、2020年の企業のテレワーク導入率は47.5％であ
り、2019年の20.2％から倍以上となり、2021年にピー
クを迎え、コロナ禍が落ち着きを見せるとともに若干
ではあるが導入率が減り始めている（図表2）。このよ
うにテレワーク導入率は、ポストコロナで、いったん
の揺り戻しが観察されるが、一度スイッチングコスト
を克服して普及したテレワークへの心理的ハードルは
確実に下がっていると推察される。
　他方、コロナ禍でオンラインに代替されたものとし
て、テレワークの他に、出張がある。そもそも遠方と
の電話連絡やメールによるやりとりにより、従来から
ICT は出張を代替してきた。安達（2022）が指摘する
ように、出張には頻繁に対面交流することで信頼が醸
成されるという効果もあるが、既に信頼関係が醸成さ
れた出張先であれば、交通費や移動時間等のコスト面
から、オンライン会議ツールが一般に受け入れられた
昨今、人の物理的移動回数を減らしてオンラインに置

図表2　テレワーク導入率

※営業活動などで外出中に作業する場合。移動中の交通機関やカフェでメールや日報作成などの業務を行う形態も含む。

テレワークなどを活用し、普段の職場や自宅とは異なる場所で仕事をしつつ、自分の時間も過ごすこと。導入形態の無回答を含む形で集計。

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

導入率（%）
60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

7.2

19.1

9.4

20.2

47.5

10.7 5.5

51.9 51.7

3.5 3.0

49.9

13.9

4.33.3

13.3

■ テレワークを導入している ■ 導入していないが、今後導入予定がある

出典：総務省（2024）『令和6年版情報通信白書』を基に筆者作成
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き換える動きは今後加速する可能性がある。
　出張に関連した公表統計、例えば、産労総合研究所
が2023年度末に発表した「2023年度 国内・海外出張
旅費に関する調査」によれば、国内出張の機会・回数
が「減った」企業は50.9％と、コロナ禍中の前回同調
査（2年ごとの調査）の78.7％から減少に転じている。
今後は「増える」とする企業は約４割となっており、
コロナ禍の制約がなくなってきていることから出張回
数を増やそうとしている企業が現状では多い。
　また、観光庁『旅行・観光消費動向調査』の結果を
見ると、コロナ前の2019年4 〜 6月期は宿泊を伴う出
張を経験したことのある割合が4.64％、直近の2024
年4 〜 6月期で宿泊を伴う出張が3.97％まで回復して
いる。かなり回復してきてはいるが、まだコロナ前の
水準には戻っていないことが分かる（図表3）。
　出張とオンラインコミュニケーションとの関係に
関する研究は、コロナ以前から一定程度蓄積され
ている。例えば、台湾のテクノロジー企業を調査し
た Lu and Peeta （2009）やノルウェー企業を対象と
した Denstadli （2004）は、ビジネス航空利用とオン
ライン会議との間に一定の代替性があることを示

し、ノルウェーの航空旅客を対象とする Denstadli et 
al.（2013）は、両者に代替と補完の二つの関係がある
ことを示している。コロナ禍を踏まえた出張とオンラ
イン会議サービスの関係を分析した研究は、Adachi 
and Kato（2022）や安達（2022）、山口・齊藤（2022）、
Müller and Wittmer（2023）な ど が あ る。 後 藤・ 濱
野（2020）のように、テレワークなどのオンラインコ
ミュニケーションでは、コミュニケーションが取りづ
らいことなどを指摘している研究もある。
　筆者らの研究グループ（中村他 , 2023）でも、コロ
ナ禍を踏まえて、2022年3月に実施したアンケート調
査（対象は20 〜 70代の勤労者801 サンプルを回収）の
データを用いて、出張の特性によるオンライン代替行
動を分析した。同調査では、コロナ以前の出張経験に
ついて回答者に問うとともに、その出張がコロナ禍で
どの程度オンラインに代替されたかについてもデータ
収集した。さらに、ポストコロナの状況として現実の
状況と、オンライン会議が現状よりもさらに進展し、
オンラインで実施可能な業務は全てオンラインで実施
されるといった完全オンライン社会を仮想的に想定さ
せた二つのケースで、それぞれの出張がオンラインに

図表3　旅行需要の動向

出典：観光庁『旅行・観光消費動向調査』より筆者作成

合計 観光 · レクリエーション 帰省・知人訪問等 出張・業務
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Vol.61 2025 Spring16



代替する可能性についても調査している。
　筆者らの分析の結果、頻度が多い出張ほどオンライ
ン代替率が減少することが観察されたが、頻度が非常
に多い出張では逆にオンライン代替率が増していくこ
となどが明らかとなった。また、社会全体にオンライ
ンが普及し、代替可能な業務が増えることで、顧客訪
問や商談目的の出張が減少する可能性が示唆された
が、研修、現場指導、監査等の出張はオンラインに代
替されにくいことなども明らかとなった。

　5. 移動を増やす・移動の利便性を増す ICT

　国内の観光需要は円安に伴うインバウンドの上昇で
増えてきており、日本居住者の国内旅行についても、
消費額ベースで6兆4,518億円（2024年4 〜 6月期）と
コロナ前の2019年の同期比7.6% 増となってきている

（観光庁（2024）『旅行・観光消費動向調査』）。
　これまでも述べてきたリモートワークやオンライン
出張は、移動を代替する可能性があるが、観光旅行は
オンラインでは代替しにくい移動の代表例である。観
光という財を経済学的に考えてみると、観光資源は
ストックが不可能であるため、混雑が発生し、ピー
クシーズンは料金が高くなるという特徴がある。観
光の季節変動性や大型連休などにおける混雑現象は、
Nakahira and Yabuta（2017）など過去の研究でも観
察されている。
　他方、リモートワーク進展により労働時間制約が緩
和されて、どうしてもその日でなければならない仕事
だけを旅行先からリモートで実施できれば、人々がよ
り柔軟に旅行日程を設定しやすくなり、観光需要ピー
クが従来より平準化する可能性がある。実際、コロナ
以前の旅行阻害要因を調査した公益財団法人日本交通
公社（2019）によると、旅行阻害要因の第1位は「仕事
などで休暇が取れない（33.7％）」、第2位は「家族、友
人等と休日が重ならない（31.4％）」となっている。リ
モートワークが可能となり、時間や場所に関して柔軟

な働き方ができることで、観光需要を刺激する可能性
がある。実際、Giménez-Nadal et al.（2018）では、リ
モートワーカーは通勤者と比べて、一般的なビジネス
アワーにレジャー消費する割合が高いことが報告され
ている。
　筆者らの研究グループでは、リモートワーク進展
により、観光需要のピークが従来よりも平準化する
可能性について、2022年8月に実施した WEB アン
ケート調査のデータを基に検証した（Nakamura et al. 
2023）。
　具体的には、過去1年間に実施した国内旅行につい
て「平日」「土日の週末」「3連休」「大型連休」のどの
タイミングで旅行に行ったのかをアンケート調査で尋
ね、仮に、旅行当時にリモートワークが自由にできる
環境にあったら、より混雑度が低い（そのため旅費も
安い）別のタイミングで旅行に行っていた可能性があ
るかを問う設問を設けてデータ収集した。つまり、リ
モートワーク実施により、職場へ行かずに仕事を遠隔
地（自宅や観光地など）で行うことができれば、平日
の観光や長期間の観光といった、より柔軟な観光行動
を取ることができるようになると考え、その仮説を検
証しようとしたのである。
　筆者らの研究において、平準化の度合いを測る指標
としては、所得分布の偏りなどを示す際に用いられる
ジニ係数を計測し、その変化率をもって平準化の進捗
度とした。分析の結果、リモートワークが普及するこ
とで国内宿泊旅行日程は23％程度平準化し、海外旅
行日程も11％程度の平準化が見込まれることが明ら
かとなった（図表4、次頁）。

　6. モビリティの質を向上させる ICT

　近年、さまざまなモノやサービスがシェアリング利
用されているが、それらはスマートフォンの普及なし
には不可能であった。スマートフォンの普及により、
高度な情報端末を多くの人が身に着けている状態とな
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り、情報流通の費用低下が生じている。情報流通の費
用低下が生じたことにより、補完財の利用が増すとい
うメカニズムは補完財の定義通りでもある。
　先行研究では、交通を含むさまざまなサービスや
システムの最適化において、ICT が重要な役割を果
たすことが強調されている。例えば、Benevolo et 
al.（2016）や Jittrapirom et al.（2017）は、ICT がいか
にスマートモビリティやユーザー中心のモビリティ
サービスを強化できるかを強調している。Breidbach 
& Brodie（2017）は、価値の共創とエンゲージメント
を促進するためのシェアリングエコノミーの ICT へ
の依存について論じている。Billhardt et al.（2019）は、
ICT がタクシー配車サービスのマッチング効率をい
かに向上させるかを実証している。
　ICT がさまざまな財やサービスを構成する要素と
して用いられているのは一般的であり、モビリティの
世界でも、自動運転車両などのように ICT なくして
実現しない財もある。このようなモビリティの質を向
上させる ICT について、筆者らの研究グループでは、
昨今のカーボンニュートラルを目指した電気自動車の

普及という動きに着目し、電気自動車用充電設備の効
率的利用に ICT がいかに貢献するかについての研究
を実施した（Manaka et al. 2024）。
　このような研究を行った背景は、電気自動車普及に
は自宅の充電設備の設置可能性がカギになると考えた
ことによる。自宅の充電設備は戸建て住宅であれば個
人での設置もしやすいが、集合・共同住宅の場合は
設置に制約があることも多い。総務省統計局（2024）

『令和5年 住宅・土地統計調査』では、日本では、居
住世帯のある住宅の52.7％が一戸建て、44.9％が共同
住宅とされており、東京都では、共同住宅の割合が
71.6％に上り、都市部ほど共同住宅比率は高く、それ
が、都市部での充電施設の普及・拡大への課題となっ
ている。
　先行研究においても、充電設備の普及状況と電気
自動車の購入意向との関連が指摘されており、実際、
筆者らが実施した調査においても、電気自動車を購入
対象とするための必須条件を複数回答で調査した結
果、「急速充電設備がある程度普及したら（36.1%）」「5
年間のトータルコストがガソリン車と同じ程度なら

図表4　リモートワーク普及による国内宿泊旅行／海外旅行の平準化

出典：筆者作成
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2019年の実際の国内宿泊旅行のジニ係数：0.29
リモートワークが浸透した後の仮想的な
国内旅行のジニ係数：0.22
両者のジニ係数変化率は -23%

2019年の実際の海外旅行のジニ係数：0.33
リモートワークが浸透した後の仮想的な
海外旅行のジニ係数：0.30
両者のジニ係数変化率は -11%

●累積旅行日数（2019年の実際の分布）
●累積旅行日数（完全リモートワーク導入後）

●累積旅行日数（2019年の実際の分布）
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（26.3%）」「もっとラインナップが増えたら（25.9%）」
「 普 通 充 電 設 備 を 自 宅 の 駐 車 場 で 設 置 で き た ら
（23.8%）」「普通充電設備が自宅近くで利用できたら
（14.4%）」が上位5条件となっていた。
　このような背景から、筆者らの研究グループでは、
具体的な検証仮説として、「普通充電設備が自宅に設
置できない場合にも、自宅周辺でシェアリング利用で
きるような普通充電設備があれば電気自動車購入意向
が上昇する」「経路充電設備（市中の充電設備）がネッ
ト予約可能で空き状況を確認できるなどの効率的利用
が促進できれば、電気自動車購入意向が上昇する」の
二つの仮説を設定することとした。
　分析の結果、集合住宅などのように充電設備設置に
制約があって自宅に設備を持てない場合でも、全国の
コンビニに急速充電設備が設置され、かつ、それらが
オンラインで利用状況をモニターしたり予約ができる
ような状況となり、自宅近隣にシェアリングできる普
通充電設備があれば、自宅の充電設備と同等の効用が
期待できることなどが示された。このように ICT は、
モビリティの質向上にも大きな役割を果たすことが明
らかとなったのである。

　

　7. まとめ

　本稿では、筆者の研究グループが実施してきた研究
を紹介しつつ、ICT とモビリティの関係を考えてき
た。スマートフォンの普及をはじめとした ICT の進
展は、人々に情報流通費用の劇的な低下をもたらし、
それはモビリティを代替すると同時に、モビリティの
質の向上も実現しそのサービス消費を刺激している。
ビジネスに限らずレジャーの分野でも ICT の利用は
進んでおり、ICT とモビリティの関係はますます深化
し、人々の生活を豊かにしていくものと考えられる。
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スイッチングコストとは、消費者が別の供給者の財・サービスへ乗り換える際に生じる経済的・心理的な負担を
指す。スイッチングコストの網羅的なサーベイは、Farrell and Klemperer（2007）でなされており、同論文では、
スイッチングコストに関する先行研究を理論・実証の両側面から紹介するとともにさまざまなモデルが示されて
いる。

ネットワーク外部性とは、同じサービスを多くの人が使うほど、そのサービスを利用するそれぞれの人々の便
益が増えることであり、例えば、あるSNSの利用者が多いほど、当該 SNSから得られる便益が大きくなるよう
な効果を指す。ネットワーク外部性の詳しい概念などは、Michael L. Katz and Carl Shapiro （1985） “Network 
Externalities, Competition, and Compatibility,” The American Economic Review Vol. 75 , No. 3 , pp. 424 -440 . 
等を参照されたい。
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　1. はじめに

　国内外において、いわゆる「空飛ぶクルマ」の研究
開発と社会実装に向けた動きが進んでいる。「空飛ぶ
クルマ」という新しい移動手段（モビリティ）は、都市
部における渋滞の回避、離島や山間部における移動手
段の確保、救命医療、災害時における救急搬送や支援

物資等の供給などにおける活用が期待されるなど、近
い将来の私たちの都市間・地域間の移動の在り方を大
きく変える可能性を秘めている。
　将来的に「空飛ぶクルマ」の技術水準が向上し、
種々の技術的課題が解決され、より広範に社会への普
及が目指される場合には、「空飛ぶクルマ」という移
動手段が高頻度、高密度で運用されることを視野に入
れた社会制度の設計が必要不可欠となる。そこでは、

3

キーワード
空飛ぶクルマ　責任あるモビリティ　社会受容性　場（フォーラム）

九州大学 副理事／大学院 法学研究院 教授

小島 立 Ryu Kojima

「空飛ぶクルマ」が
「責任あるモビリティ」として
社会に受容されるために、
私たちは何をすべきか？

「空飛ぶクルマ」の社会実装に向けた動きが加速している。
しかし、現在の議論では、「空飛ぶクルマ」という移動手段が高頻度・高密度で利用されることを視野に入れた
社会制度設計と、そこでの「社会受容性」についての根本的な検討が不足している。

「空飛ぶクルマ」については、①低エネルギー負荷、②「スマートモビリティ」としてのサービス実現、
③運航に不可欠な施設・構造物等のインフラ構築、④都市交通政策に照らした考察、⑤倫理的側面、⑥法政策形成
などの諸課題を同時並行的に解決せねばならない。多様な社会の構成員が参加する「場（フォーラム）」で、
これらの課題を粘り強く解決する努力を積み重ねることによって、

「空飛ぶクルマ」は「責任あるモビリティ」として社会に受容されるはずである。
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「空飛ぶクルマ」が社会の幅広い構成員の幸福（ウェル
ビーイング）に資するとともに、エネルギー負荷や環
境負荷等の観点に照らして、持続可能な移動手段であ
ることが求められる。
　本稿では、「空飛ぶクルマ」が「責任あるモビリ
ティ」として社会に受容されるために、私たちは何を
すべきか、という課題について検討する。

　2. 「空飛ぶクルマ」とは？

2.1　わが国の現状
　「空飛ぶクルマ」とは、「電動・垂直離着陸型・自動
操縦の航空機などによる身近で手軽な空の移動手段」
である（空の移動革命に向けた官民協議会［2022］）。
諸外国では、「空飛ぶクルマ（Flying Cars）」に相当
するものについては、「電動垂直離着陸機（eVTOL : 
electric Vertical Take-Off and Landing）」、「アーバン・
エ ア・モ ビ リ テ ィ（UAM : Urban Air Mobility）」、
または、「アドバンスト・エア・モビリティ（AAM : 
Advanced Air Mobility）」といわれることが多いが、
本稿では、わが国で用いられている用語法に従い、

「空飛ぶクルマ」という用語を用いる。
　わが国が、eVTOL、UAM または AAM ではなく、

「空飛ぶクルマ」という言葉を用いている背景として
は、以下の2点が考えられる。
　第一に、わが国では、自家用操縦士の有資格者はア
メリカなどと比べると非常に少ないといわれており、
自動車と比べると、航空機やヘリコプターなどが私た
ちにとって身近な移動手段となってはいない。した
がって、「空飛ぶクルマ」を、自動車のように「身近で
手軽な空の移動手段」に育てたいという関係者の願い
が込められていることが想像される。
　第二に、自動車産業は、現在のわが国にとっての基
幹産業であり、「空飛ぶクルマ」に関する産業が、次
世代のわが国の基幹産業に育ってほしいという関係者
の願いも込められているだろう。

　モルガン・スタンレーが2021年に行った試算では、
「空飛ぶクルマ」の全世界の市場規模は、2040年に
は1兆ドル（約140 ～ 150兆円）に及ぶといわれている

（Morgan Stanley［2021］）。国内外において、相当数の
スタートアップが「空飛ぶクルマ」の研究開発にしの
ぎを削るとともに、世界的な航空機メーカーや自動車
メーカー等を含めた合従連衡も進みつつある。
　わが国では、「空飛ぶクルマ」の社会実装に向けて
経済産業省と国土交通省が協働し、2018年8月から

「空の移動革命に向けた官民協議会」（以下、「官民協
議会」という）において検討が重ねられてきた。官民
協議会が2022年3月に発表したロードマップの改訂
版（図表1、次頁）では、2025年度の大阪・関西万博で
の実用化が目指されている。
　国レベルでの議論を受けて、複数の地方自治体、

「空飛ぶクルマ」の社会実装に向けた動きも加速して
いる。例えば、三重県は、交通・観光・防災・生活等の
地域課題の解決に「空飛ぶクルマ」を活用するため、
2020年3月に三重県版のロードマップをいち早く策定
するとともに、実証実験等を積極的に進めるなどの先
進的な動きを見せている（三重県［2020］）。そこでは、
①観光産業での新たな価値の創出、②離島・過疎地域
など生活不便地の利便性向上、③災害時の緊急支援／
産業の効率化という三つの柱が掲げられている。
　また、大阪府は、2025年の大阪・関西万博におい
て「空飛ぶクルマ」を社会実装することを目指すとと
もに、それを万博の「レガシー」として、2030年代に
より広範な「空飛ぶクルマ」の実用化を目指す方針を
打ち出している。2020年11月に設立された「空の移
動革命社会実装大阪ラウンドテーブル」（図表2、次
頁）は、2022年3月に大阪版のロードマップを策定す
るとともに、2024年2月現在で90を超える産学官の
プレイヤーが参画するなど、2025年に向けた動きを
加速させている。大阪における取り組みでは、「“空飛
ぶクルマ”の社会実装を見据えた、新たなサービスや
価値の提供等について、さまざまなアイデアを持つ事
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図表1　空の移動革命に向けたロードマップ（2022年）

出典：空の移動革命に向けた官民協議会「空の移動革命に向けたロードマップ」（2022年）を基に作成
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空の移動革命に向けたロードマップ

2022年3月18日 空の移動革命に向けた官民協議会
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業者を加えたプラットフォームの機能を果たし、さま
ざまな掛け合わせ（共創、協業）を生み出していく」場
であると位置付けられていることが注目される。
　さらに、市町村などの基礎自治体レベルでも、例え
ば、石川県加賀市が「空飛ぶクルマ」の開発拠点を目
指す動きなどが見られる（加賀市［2024］）。

2.2　「空飛ぶクルマ」の社会実装
　「空飛ぶクルマ」は、将来的には、（1）電動、（2）垂
直離着陸型、（3）無操縦者の3点を兼ね備え、次頁の
図表3に示されるような形での社会実装が予測される

（「空飛ぶクルマ」の研究開発と社会実装については、
中野［2019］、中野［2020］を参照）。
　電動化された「空飛ぶクルマ」は、ある地点Ａで垂
直に離陸し、多種多様なデータの提供を受け続けなが
ら飛行し、別の地点Ｂで垂直に着陸する。無操縦者
による完全自律飛行が実現すれば、天候の急変や障
害物との衝突回避などへの対応を含め、臨機応変に

飛行ルートを変更するなどの安定的な制御がなされ
なくてはならない。運航する上では、「バーティポー
ト（垂直離着陸場所）」を確保するとともに、上空500
～ 1000 メートルの空域を航行することが必要とな
る。高頻度・高密度の運航がなされれば、「空の高速
道路」とでもいうべき「コリドー（空中回廊）」または

「スカイウェイ」の設置も不可避となる。
　「空飛ぶクルマ」の導入当初と将来予測される性能
と運用の在り方をまとめると、図表4（27頁）のように
なる。
　「空飛ぶクルマ」という移動手段は、救急医療、災
害などの緊急時に、「空飛ぶ救急車」に加え、「空飛ぶ
電源車」「空飛ぶ浄水車」といった緊急用車両として
活躍することが期待される。2024年の元日に発生し
た能登半島地震では、道路インフラが甚大な被害を受
け、緊急搬送、救援物資の提供などを迅速に行うこと
が困難となった。わが国は、能登半島と同じような地
形的条件の半島や岬を数多く有するとともに、そう遠

図表2　大阪府「空の移動革命社会実装大阪ラウンドテーブル」

-Mission Ⅲ-

×「ものづくり」

×「サービス」
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×「福祉」

×「医療」 ×「未来社会」
×「次世代」

×「観光」

×「まちづくり」
×「インフラ」

×「災害対策」

×「 …… 」

Orange Table

-Mission Ⅰ-

-Mission Ⅱ-
Green Table

Blue Table

A: 官民協議会構成員及び協業者

B: PLL促進会議への空の移動革命関連
アイデア提案事業者及び協業者

C: 公募エントリー事業者

D: 関係団体・一般参加
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×「ものづくり」

×「サービス」

×「子育て」
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×「まちづくり」
×「インフラ」

×「災害対策」

×「 …… 」

Orange Table

-Mission Ⅰ-

-Mission Ⅱ-
Green Table

Blue Table

A: 官民協議会構成員および協業者

B: PLL促進会議への空の移動革命関連
  アイデア提案事業者および協業者

C: 公募エントリー事業者

D: 関係団体・一般参加

出典：大阪府「空の移動革命社会実装大阪ラウンドテーブル」ウェブサイトを基に作成
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くない将来に南海トラフ地震が発生する可能性も指摘
されている。大規模災害によって陸上交通が途絶する
可能性に備えて、「空飛ぶクルマ」やドローンのよう
な「次世代空モビリティ」の活用が真剣に検討される
べきであろう。
　また、平時においても、「空飛ぶクルマ」は、離島
や中山間地域など、これまで移動が困難であった地域
における「生活の足」として機能するとともに、慢性
的な渋滞に苦しむ都市部（これは特に途上国において
深刻な問題となっている）の移動を改善できる可能性
がある。「空飛ぶクルマ」と他の移動手段（航空機、鉄
道、バス、タクシーなど）が連携することにより、目
的地までの移動を従来よりもスムーズに行えるだろ
う。経済合理性（運賃）と時間合理性（所要時間短縮の
効果）の観点から「空飛ぶクルマ」が高く評価されれ
ば、官民協議会のロードマップが掲げる「身近で手軽
な空の移動手段」に近づく可能性が高まることが期待
される。

　また、「空飛ぶクルマ」という移動手段が定着すれ
ば、既存の地上移動の交通手段の一部を代替すること
により、それらを支える社会インフラへの依存が減っ
て土地の有効活用などが可能となり、結果的に、これ
までに比べてゆとりのある地上の生活環境や都市環境
を実現できるかもしれない。

2.3　「空飛ぶクルマ」の
        「社会受容（可能）性」に関する課題
　このように、「空飛ぶクルマ」の社会実装は、現代
社会が抱える多くの課題を解決する潜在的な可能性を
秘めている。しかしながら、新しい技術が社会に導入
される際には、それがもたらす便益だけに注目するの
ではなく、負の側面をいかに最小化することができる
かということについても検討しなくてはならない。
　「空飛ぶクルマ」に関する官民協議会での議論など
では、社会実装において克服すべき重要な課題の一
つに「社会（的）受容（可能）性（Social Acceptability）」

図表3　What eVTOL operations need to do to carry people and products within cities

出典：Deloitte, Technological barriers to the elevated future of mobility: Can urban transportation be lifted off the ground? (2019)
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の向上が挙げられており、前出の図表1に掲げた「空
の移動革命に向けたロードマップ」においても、その
点を確認することができる。そこでは、例えば「安全
性」や「騒音」などが社会受容性の観点から検討され
ているが、現在に至る社会受容性の議論は、2025年
前後に「空飛ぶクルマ」をビジネスとして離陸させる
ための必要最小限の制度的なものであり、「空飛ぶク
ルマ」が大規模に社会に普及することを前提としてい
るようには見受けられない。

　3. 「空飛ぶクルマ」が
       「責任あるモビリティ」 となるためには？

3.1　「空飛ぶクルマ」の社会実装において
        検討すべき複合的な課題
　「空飛ぶクルマ」が「責任あるモビリティ」として、
真の意味で社会に受容されるためには、さまざまな社
会的な課題が同時並行的に解決されなければならな
い。
　その課題の一端を挙げるならば、「空飛ぶクルマ」
は、①エネルギー負荷が低く、かつ、経済合理性を兼
ね備えていること、②安心かつ利便性の高い「スマー

トモビリティ」であること、③「空飛ぶクルマ」に関
する施設・構造物等（「コリドー」（高速道路に相当す
る「空中回廊」）や「バーティポート」（垂直離着陸場
所）など）が適切な合意形成の下に整備されることが必
要である。
　また、「空飛ぶクルマ」という移動手段が社会イン
フラ化すれば、私たちの生活環境、都市環境、国土利
用などにも不可逆的な影響が及ぶことは必至である。
したがって、「空飛ぶクルマ」が社会実装される場合
に生じ得る領域横断的課題を検討するため、俯瞰的
な形で、④都市交通政策に照らした「空飛ぶクルマ」
のあるべき姿、⑤「空飛ぶクルマ」の倫理的側面、⑥

「空飛ぶクルマ」に関する法政策形成、などについて
も考察することが求められる。
　上記①の低エネルギー負荷と経済合理性について
は、軽自動車並みの重量800kg の「空飛ぶクルマ」の
機体に4人が搭乗する場合の総重量がほぼ1 トンとな
り、これを垂直に離陸させようとすると、1 メガワッ
ト（一般家庭200 ～ 300戸分）の電力を必要とする（岩
熊［2021］115頁）など、相当の電力消費量を必要とす
ることが背景事情として存在する。したがって、低エ
ネルギー負荷の「空飛ぶクルマ」の開発に加えて、低

図表4　「空飛ぶクルマ」の導入当初と将来予測される性能と運用

出典：筆者作成

動力源

時速

車両の大きさ

CO2排出量

乗客数

航続距離

航続時間

運用の在り方

導入当初（2025年前後）

モータ

大きい

1人～2人

小さい

約100km/h

20～30分

数十km

都市内・地域内

将来（2030年以降 ?）

超伝導モータ

大幅に削減される

より多数

自家用車または大型車両のサイズ

約200～300km/h

数時間

数百km

都市間・地域間
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エネルギー負荷と経済合理性をどのように両立させる
のかといった点を含めて、その社会実装のための諸条
件について総合的に検討することが求められる。
　上記②の「スマートモビリティ」については、「空飛
ぶクルマ」の機体とさまざまなインフラをつなぐサー
ビス、多数の機体の制御、他の交通手段との連携（い
わゆる MaaS（Mobility as a Service））などの課題が
挙げられる。機体とインフラの関係では、電波の割り
当てなどの課題の他に、多数の機体の制御を行う上で
は、集中制御と分散制御をどのように組み合わせるの
かということに加えて、現在の航空管制との協働や
すみ分け、自動運転の実現レベルとの兼ね合いなど
についても同時並行で検討していく必要がある（山本

［2021］509頁）。さらに、オンデマンド型の「ライド
シェア」を実現する情報システムや「プラットフォー
ム」の構築等に関する諸課題を解決していく必要があ
る。
　③の生活環境との調和については、「空飛ぶクル
マ」が累積的な形で広範に社会実装されれば、「バー
ティポート」や「コリドー」などの施設・構造物等が
適切な合意形成の下に整備されることが不可欠とな
るという問題意識が存在する。そして、「空飛ぶクル
マ」が社会インフラ化すれば、自動車によって規定さ
れ、私たちが自明視してきた現代社会についての基
本的な「マインドセット」が劇的に変わる可能性があ
る。その結果、地上移動型の交通インフラを前提とし
て制度設計がなされてきた従来の都市計画、国土利
用、所有権等に対する考え方、私たちの住まい方、地
域活性化の在り方なども必然的に見直しを迫られる。

「空飛ぶクルマ」は低高度の空域（高度500 ～ 1,000
メートル）を飛行しながら移動するため、主に地上移
動によって獲得された私たちの知覚や世界観を一変さ
せる可能性もあるだろう。
　上記④の都市交通政策に照らした「空飛ぶクルマ」
のあるべき姿については、「空飛ぶクルマ」という新
しい移動手段が自動車と航空機という既存の移動体系

に影響を与え、高速鉄道などと競合するのではない
か、という問題意識がある。「空飛ぶクルマ」という
新しい移動手段の出現によって、これまで私たちの移
動を支えてきた自動車や道路インフラ、高速鉄道等と
の役割分担、それら陸上交通のインフラ整備や保全な
どとの関係が問題となる。さらに、こうしたインフラ
整備や保全等とともに、各地域における観光や公共
事業の在り方、さらにはそれらの地域が「空飛ぶクル
マ」を導入する固有の意義などについての検討も必要
となる。
　上記⑤の「空飛ぶクルマ」が社会受容されるための
倫理的側面においては、「空飛ぶクルマ」がもたらす
幸福（ウェルビーイング）の意味に加えて、鉄道、電
力、航空、原子力、安全保安等を含めたインフラ関係
の科学技術に関する諸課題との比較検討・相互参照を
行うべきであるという問題意識が背後にある。
　自動車が社会に広範に普及した「モータリゼーショ
ン」に代表される新しい移動手段の登場は、都市化と
過疎化、事故、騒音などの生活妨害、都市景観の破
壊、生活習慣病の増大をはじめとするさまざまな負
の影響を私たちに同時にもたらしたが（宇沢［1974］）、

「空飛ぶクルマ」が社会実装されれば、モータリゼー
ションの場合と同様に、正負の両方において、私たち
の社会に不可逆的な影響がもたらされる可能性があ
る。さらに、「空飛ぶクルマ」のように複合的な性格
を有する科学技術イノベーションを社会に導入すると
いう社会的な決定が行われる場合には、それは当該科
学技術イノベーションの管理運営（マネジメント）に
ついて、一定の権力構造・社会構造を同時に認めざる
を得ないということも意味する1）。
　上記⑥の「空飛ぶクルマ」に関する法政策形成の在
り方については、「空飛ぶクルマ」のような新技術の
研究開発と社会実装がもたらす「不確実性」を低減す
るとともに、技術革新の成果を社会に「共感」を持っ
て受け止めてもらえるのかという社会的課題を解決で
きなければ、技術革新は未来社会を撹乱する要因とな
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りかねないという問題意識がある。「空飛ぶクルマ」
がもたらす複合的なリスクに対処する際には、社会経
済的側面に加えて、政策介入が生活者、生活環境、都
市環境等に与えるインパクトを多面的に考察するとと
もに、法的手段と他の介入手法による役割分担や組み
合わせ、包摂的な社会的合意形成を進めるための枠組
みづくりなどについて総合的に検討することが求めら
れる。

3.2　「空飛ぶクルマ」が
        「責任あるモビリティ」であるべき理由
　「空飛ぶクルマ」が「責任あるモビリティ」として、
上記の①～⑥に掲げたような諸課題を同時に解決でき
なければ、貧富の差などにかかわらず、全ての人たち
の幸福に貢献するとともに、社会的に受容される形で
実装されることを期待できない。なぜならば、新しい
移動手段が登場し、私たちの移動の在り方が変わるこ
とにより、社会において疎外される人々が生まれ、社
会に分断がもたらされる可能性が否定できないからで
ある。
　社会のある人々は、新しい移動手段を獲得すること
によって、これまでよりも移動しやすくなり、その結
果としてさまざまな便益を得ることができるかもしれ
ない。しかし、その新しい移動手段の恩恵を享受でき
ない人々は、これまでと比べて移動しにくくなり、そ
れらの人々が拠点を置く地域が疎外され、社会的に取
り残されることも予想される。
　これまでにも、新しい移動手段の出現は、ヒト・モ
ノ・カネ・情報の移動の在り方を変え、結果的に私た
ちを取り巻く生活環境、都市環境等を新しく組み替え
直すとともに、国を超えたさまざまなヒト・モノ・カ
ネ・情報の移動にも大きな影響を与えてきた。以前は
船で移動していたために栄えていた港町が、自動車を
はじめとする陸上移動の隆盛に伴って衰退したことは
その一例であるし、能登半島地震は、船による移動が
能登半島において合理的であったという歴史的事実の

一端を明らかにしたともいえる。また、前述の通り、
自動車や航空機をはじめとする新しい移動手段が、私
たちの日常生活、生活環境、社会環境等に正負の両方
において多大なインパクトをもたらしてきたことは言
うまでもない。
　「空飛ぶクルマ」という新しい移動手段の出現は、
その社会実装の在り方によっては、私たちの社会に大
規模な地殻変動を引き起こす可能性がある。もし私た
ちが「空飛ぶクルマ」の社会実装の舵取りを誤れば、
特定の人々だけがその移動手段の恩恵を享受し、それ
がもたらす負の側面が特定の人々、特定のコミュニ
ティや地域などに押し付けられる可能性を否定できな
い。

3.3　「空飛ぶクルマ」の社会実装が
        もたらすかもしれない「ディストピア」
　「空飛ぶクルマ」の社会実装が社会的に望ましくな
い状況（いわゆる「ディストピア」）をもたらす可能性
として考えられる一つのシナリオは、「空飛ぶクル
マ」が特定の人々（例えば、一部の富裕層）だけが利
用できる「特権財（positional goods）」となり、「みん
なの乗り物」とならないことである2）。このような状
況が出現すれば、「空飛ぶクルマ」は誰もが利用でき
る「身近で手軽な空の移動手段」とはならず、政府が
提唱する「空の移動革命」は実現できないだろう。
　もし「空飛ぶクルマ」が特定の人々（例えば、一部
富裕層）の特権財になってしまえば、それらの人々が
風光明媚な場所（これは一拠点に限らないかもしれな
い）に居住し、そこから自らが望む場所に「空飛ぶク
ルマ」で思いのままに移動する社会が訪れるかもし
れない。都市は相対的に貧しい者が集住して「スラム
化」するとともに、一部の豊かな者だけが閉ざされ
た「ゲーテッド・コミュニティ」に暮らし、それらの
人々の間に分断が生じるといった未来社会も考えられ
ないではない。わが国では、大都市のスラム化は必ず
しも顕在化していないように見られるかもしれない
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が、国連機関の報告（国際連合広報センターのウェブ
サイト参照）によると、世界においては、2014年に都
市人口の30 パーセントはスラムの状態で暮らしてい
るといわれている。このような社会的分断の状況をも
たらさないためには、「空飛ぶクルマ」をどのような
形で都市計画や「まちづくり」に活用すべきなのかと
いうことについて、「空飛ぶクルマ」が導入される地
域の住民を広範に巻き込む形で確固たるビジョンを構
築することが必要となる。
　また、「空飛ぶクルマ」の社会実装においては、そ
れが完全自律飛行（オートパイロット）を目指すので
あれば、膨大なデータの取り扱いを行うことが不可避
である。私たちの移動に関するデータは、その個人の

「人となり」や世界観等を丸裸にする可能性がある。
個人情報を含むさまざまなデータの収集、解析、利活
用等が適切に行われなければ、私たちが「空飛ぶクル
マ」を用いて自律的かつ安心して移動できる社会的な
環境を実現できなくなってしまうかもしれない。

　4. 結語

　本稿では、「空飛ぶクルマ」の研究開発と社会実装
の現状と今後の動向を見据えつつ、「空飛ぶクルマ」
が「責任あるモビリティ」となるために、私たちは何
をすべきか、ということについて検討を行った。
　「空飛ぶクルマ」についての社会的諸課題を検討す
ることは、究極的には、私たちの「移動」や「移動手
段」についての「根源的な問い」を常に念頭に置きな
がら、それに答えを与え続けようという不断の模索を
行う試みである。
　「空飛ぶクルマ」が直面する眼の前の課題の解決を
行う場合にも、できるだけ多様な社会の構成員が「自
分ごと」としてそれらの課題を認識するべきである。
そして、それらの構成員が参加する「場（フォーラ
ム）」で様々な課題と「根源的問い」との間で常に思考
を往復させながら検討していく努力を積み重ねること

により、「空飛ぶクルマ」が真の意味で私たちのウェ
ルビーイング（幸福）に資するとともに、社会に受容
される移動手段に少しでも近づいていくと筆者は確信
している。
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which are inlimited supply and which become more sought after as material prosperity increases）」を指す。
Oxford English Dictionary（オンライン版）の定義による。

注 1） 

 2） 
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引っ込み思案は損をする。分かってはいるが、どうし
ても発言や行動をためらってしまう――こうした消極
性に起因するコミュニケーションの課題を見つけ、サ
ポートする仕組みを研究しているのが神戸大学 大学
院の西田健志准教授。西田さんは、本人が内面の努力
や根性で消極性を克服するのは簡単ではないが、外側
からコミュニケーションをデザインすることで壁を低
くすることはできるはず、と提唱している。

積極性を求められる社会が
消極的な人にとってのハードルに
 「では、今から2人組をつくってもらいます。自由に、
好きな人と組んでください。はい、スタート！」
　幼い頃、こうした呼び掛けに身のすくむような思い
をしたことがある人は少なくないはずだ。誰とも組め
ず、一人ぽつんと取り残されるのはいたたまれない。
でも、近くにいるこの人は、他の誰かと組みたいので
はないか？　声を掛けていいものだろうか……？　頭
の中は高速回転しているのに体はフリーズする。
　あるいは成人してから、仕事で立食パーティーに招
かれ、会場に行ってみたら知り合いが誰も来ていない
ことを知ったとき。帰ってしまおうか、それとも、が
んばってさまざまな人に話し掛け続け、この2時間を
乗り切るか ――。

　もともと明るい性格でどのような場でも積極的に振
る舞える人にはなじみのない心情かもしれない。誰も
が明るさ、前向きな姿勢、積極性を身に付けなさいと
言われて育ち、教室でもビジネスの世界でも、積極的
な人が好まれ、成功をつかんでいく。一方、考え過ぎ
てしまって積極的になれない人たち、すなわち消極的
な人たちに、世の中は「もっと積極的になれ、そのた
めの努力をしろ」と迫る。
　しかし、コミュニケーションデザインの研究者であ
り、消極的な人間を自認する西田さんは、根性で克服
するという解決策を好まない。
 「消極的というのはその人の個性の一つです。それを

『努力で直せ』と言うのは、スポーツが苦手な人に得
意な人になれ、障害のある人にがんばって健常者のよ
うになれ、と言うのに近いのではないでしょうか」
　引っ込み思案の人の消極性は、周囲から「考え過ぎ
だ」と言われるほど慎重に思案を巡らす個性に由来し
ていると、西田さんは考えている。
 「私がこんな行動をするとこの人を戸惑わせるのでは
ないか」「私が発言しようとしていることに、他の人
は興味がないのでは」などと考えてしまって行動に出
られないだけで、消極的な人の大半は、根っからの人
間嫌いというわけではない。大人数の前で発言をしな
いからといって物を考えていないわけでもない。
 「考え過ぎる本人が悪い」と一刀両断できる人には、

取材・文：江口絵理　撮影：伊藤善規　図版提供：西田健志

神戸大学 大学院 国際文化学研究科 准教授

西田 健志さんに聞く

消極的な人がコミュニケーションを
しやすくなるデザインを考える
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神戸大学 大学院 国際文化学研究科 准教授
東京大学理学部情報科学科卒業、同大学院情報理工学系研
究科コンピュータ科学専攻修了。神戸大学国際文化学研究
科専任講師を経て2013年より現職。共著に『消極性デザ
イン宣言―消極的な人よ、声を上げよ。……いや、上げな
くてよい。』。

Takeshi Nishida

西田 健志

西田さんの問題意識はぴんと来ないかもしれない。
 「でも、こういう人ってそれなりの数がいると思うん
です。研究に関する議論が好きで仕事でもある研究者
が集まる学会ですら、発表に対して頻繁にコメントを
する人は一握りですし、懇親会の会場で話をしたい人
に迷いなく向かっていく人も少数派です。むしろ会場
入り口は、もじもじする人たちで渋滞することの方が
多い」と西田さんは言う。
　消極的な人の思いや行動は、消極的なだけに明確な
形では言葉にされず、気付こうとしなければ気付けな
い。だから、その人たちのハードルは可視化されない
だけなのだと。

「隣に座っていいですか？」を
代替する席決めシステム

　西田さんの専門は、情報技術を使い、消極的な人に
とってハードルの低いコミュニケーションをデザイン
すること。代表的な研究の一つが、大会場での会席の
席決めシステムだ。
　どうぞお好きな席にお座りくださいという方式は、
自分が話したい人の近くに座るという行動が取れる積
極的な人にはいいが、消極的な人にとってはつらい。
だったら会食に参加すること自体をやめようかと思っ
てしまうほどに気が重いはずだ。

　とはいえ、くじ引きや主催者によって席が決められ
ているという方式も、自分自身で希望をかなえたい積
極的な人にとってデメリットがある。そこで、西田さ
んは事前に席の組み合わせについて希望を入力しても
らい、それができるだけかなえられるような形で機械
的に決まるシステムを作った。
　消極的な読者の方はすでにお気付きだと思うが、消
極的なAさんが「私はBさんの隣に座りたい」と申告
するシステムだと、仮に消極的なAさんの希望がか
なってBさんの隣に座れても、BさんがAさんを希望
していなかったら（双方の希望がぴったり合致する組
み合わせになる確率はそう高くはないだろう）、Bさ
んには「Aさんが自分の隣に座りたいと希望したんだ
な」と分かってしまう。
　それでは、消極的なAさんにとっては、直接Bさん
に「隣に座っていいですか？」と聞くのとそれほど変
わらない。つまり、単に席の希望を事前入力するだけ
ではAさんのしんどさは軽減されない。
　西田さんのシステムには、「＿＿さんと＿＿さんが
近くの席になれたらいいな」という入力欄が用意され
ていて、参加者は両方の空白に名前を入れて回答す
る。必ずしも自分の名前を入れなくてもいい（入れて
もいい）。回答欄には二者の組み合わせが三つまで登
録できるようになっている。
 「加えて、どのテーマで話したいかを選んで回答する
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に誰からも手が挙がらないことはよくある。とりわけ
消極的な人でなくても、会場の聴衆が100人もいれば
手を挙げるのをためらうもの。そんなときにも西田さ
んはぱっと手を挙げる。考え過ぎるほど考えた結果、
ここは自分が前に出るのが最善手だろうという結論に
至れば、西田さんは行動に移すのだ。
 「そこに課題があったら、何とかしてクリアしたくな
るんです。ゲーマー気質で（笑）」
　学会の発表後に質問の手が挙がらない、という困っ
た状況、小学校で代表委員を決めるときに誰も立候補
しないという状況。誰かが何とかしなくてはいけない
場面になると、西田さんのゲーマー気質が一時、消極
性を凌駕する。
 「積極的な人には、根っから積極的な“ネイティブ”の
人と、私のような“ノンネイティブ”がいます。ノンネ
イティブは一見、消極的には見えないぐらい積極的に
振る舞うことができますが、根は消極的だから消極的
な人の気持ちは分かっています。そういうノンネイ
ティブこそ、積極的な振る舞い方に順応するだけじゃ
なくて、社会と消極的な人との間の架け橋を作れるん
じゃないか」
　何より西田さんは、「多くの人が納得する」という
状況をつくりたいと考えている。積極的な人ばかりが
意見を披歴し、「議論は出尽くしましたので後は多数
決で」としてしまうのは、「多くの人の納得」ではない。

「納得」のためにはもっと多くのコストをかけていい
のではないか。確かに、時間はかかる。労力もかかる。
しかしそれでも「みんなの納得を模索すること」は民
主主義の根幹といえる。
　博士課程まで、西田さんはコンピューター科学に軸

欄も作ったので、仮に、Aさんの隣を希望していな
かったBさんの隣にAさんが来ても、BさんはAさん
自身が希望したかどうかは分からない形になっていま
す」
　このシステムは、日本ソフトウェア科学会の学術
ワークショップ「WISS（インタラクティブシステム
とソフトウェアに関するワークショップ）」での会食
の席決めで実際に使われ、意外なほどに好評を博した。
開発者である西田さんには参加者から、「実はいつも
困っていたんです。まさか、そこに手を差し伸べてく
れる人がいるなんて！」という感激の声が寄せられた。
研究者・開発者が集まる場での実践ということもあり、
参加者の間に「消極性を踏まえたデザインをもっと推
進すべきだという機運が高まりました」と西田さんは
振り返る。
　ただ、こうしたシステムを使った結果、参加者のコ
ミュニケーションや参加への心理的ハードルにどの
ような変化があったかを評価するのは非常に難しい。
まったく同じ条件で自由着席式と比較することはでき
ないからだ。システムの交流促進効果を確認する実験
というよりは、消極性デザインの実装例を作り、課題
の存在を世に示していくこと、今後の試行錯誤を促進
することを目的とした研究といえるだろう。

生来の積極的人間でない
からこそできること

　自分は消極的な人間という西田さんだが、昔から西
田さんを知っている人はそう思わないかもしれない。
　大人数が参加する学会で、発表後の質疑応答の時間

Figure1　席決めシステム

会食の席の希望を登録するが、自分以外の人の席や話した
い話題も登録できることで、希望がばれにくくした。ワー
クショップの会席で利用してアンケートを取ると、支持す
る人も多いことが分かった

希望がばれにくい方が入力しやすい

1日目は自由席よりよかった

2日目は自由席よりよかった

回答数48そう思う どちらともいえない そう思わない

アンケート結果（一部抜粋）
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足を置いて研究をしていた。人間が直感的に使いやす
いインターフェースを作る研究など、プログラミング
を駆使して人とコンピューターとの架け橋の作り方を
考えてきた。
 「でもだんだん、自分はコンピューターやプログラミ
ングそのものより、人間同士のコミュニケーションに
興味があるんだと分かってきたんです。コンピュー
ターやプログラミングの技術は、コミュニケーション
をうまくデザインするためのいい『道具』として使う
ようになってきています」
　課題を見つけるとクリアしたくなるゲーマー気質に
加えて、西田さんを特徴付けるのが、プログラマー気
質だ。
 「根性で、無理をしてでもがんばって課題をクリアし
た人が偉い、という考え方を嫌うのはプログラマーに
共通する性向だと思いますね（笑）。『根性に頼らずと
も、アプリを作れば、仕組みを作れば、その課題は解
決できるんじゃない？』という考え方をします」
　インターフェースと、人同士のコミュニケーション
の両方の課題に取り組んだ研究が、チャットシステム
の「On-Air Forum」だ。学会では、参加者が発表を
聞きながらチャットでコメントを書く運用がなされる
ことがある。だが積極的にコメントをする人はごく少
数にとどまり、他の多くの人はただ見ているだけと、
参加の仕方がくっきりと二つに分かれてしまうこと
に西田さんは課題を感じた。また発表に対して「すご
い」、他の人のコメントに対しては「同意します」など
の短い反応は多く書き込まれるが、あまりに多いと、
議論を喚起するような重要なコメントが反応に押し流
されてすぐに見えなくなってしまう。といって、反応

とコメントを別のチャットシステムにすると、両方を
見ることは難しくなるだろう。どうしたらいいか。
　西田さんは、シンプルな反応はコメント欄ではな
く、エンターキーを押すだけでいいという機能を作っ
た。エンターキーが押されると、その数に応じてコメ
ントの枠が徐々に赤くなっていく。これならば、コメ
ントすることにためらいがちな消極的な人にも使いや
すいだけでなく、押したことで画面に変化が起きるの
で、主体的に参加している実感も得られる。
　このチャットシステムの効果は明確に表れた。重要
な長いコメントは読みやすくなり、議論がしやすく
なった一方で、感嘆や同意も同じ画面で拾えるように
なった。また、名前を表示してコメントするだけでは
なく、エンターキーでの反応も可能になったことで、
初めての参加者や学生にとっても参加することへの
ハードルは低くなっただろう。参加の濃度は、コメン
トでしっかり参加、反応だけ参加、参加しない、とい
うグラデーションになった。
 「こういうとき、参加する、しないの二つの岸に分け
ないことが重要だと思っているんです。両岸の間に大
きな谷ができて、容易に移行できなくなります」
　消極的な人のためのデザインであると同時に、大人
数でのリアルタイムの議論も成り立たせるこのチャッ
トシステムを、西田さんは今、大学の授業でも活用し
ている。
 「学生の授業参加促進が主要な目的ですが、大学の授
業スタイルは、大人数講義で一方通行の伝達か、双方
向のコミュニケーションが可能な少人数のゼミか、と
いう二択しかないわけではないことを示したいという
思いもあります」

Figure2　On-Air Forum

学会等での発表を聞きながら
議論を行うチャットシステム。
発表に対してコメントを入力
できるだけでなく、エンター
キーを押すことで興奮状態を
伝えたり（押された数が表示さ
れウインドウ枠が赤く変化す
る）、「同意／非同意」ボタン
を押すだけでコメントに反応
することができる
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　しかしこれは、SNSで見られるように、最初の意見
に対する  「いいね」の数を表示するのとは違うのだろ
うか？
 「違いはいろいろあるんです。まずは、匿名のまま賛
同者が増えていくのではなく、一定の人数が集まった
ら名前が表示され、実名として発言力を増すことがで
きること。一方で、実名でも一人だけが矢面に立つこ
とはない。そして、最初に設定した人数を超えたら全
員の名前が表示されるという“ゴール”があること。そ
れによって達成間近になるほど多くの人が意識し、参
加が促進される効果もあること」
　やってみると、傘連判状は批判的コメントにのみ有
効だったわけではなかった。会議終了間際に出された

「来年もこの学会に参加しよう」というコメントには
多くの賛同が集まり、一体感を醸成する“儀式”として
の役割も果たした。参加者のさまざまなコミュニケー
ションに、特に参加しようという積極性を後押しする
のに貢献をしたシステムといえる。

情報通信技術で
社会を良くする可能性を信じる

　西田さんは常に、「コミュニケーションのどこに課
題があるか」「どうしたらそれを解決できるか」を考
えながら世の中を見ている。自分が作ったシステムで
はなくても、常に消極性デザインの視点、コミュニ
ケーションデザインの視点で見ている。
　神戸大学を含む複数の大学が共同で行っている中高
生向けの科学教育プログラムがある。プログラムに参
加した中高生40 〜 50人に一年を通して特別授業を提

匿名発信と実名発信の
いいとこどりができないか

　消極的な人に限らず、集団での会話や議論において
実名で批判的なコメントを表明するのはハードルが高
い。目上の人から反感を買うのではないか、あるいは
見知らぬ多くの人から逆に誹謗中傷を受けるのではな
いか、議論の結果、決まった物事に対して分不相応に
重い責任を負わされるのではないか ――。積極的な
コミュニケーションをためらわせる要因は、いくらで
もある。
　匿名ならこうした要因は取り除けるが、発言力は実
名に比べて低くなる。結果、多くの人が問題だと感じ
ることがあっても俎上に上がらないまま議論が進む。
ここに課題を感じた西田さんは、匿名コミュニケー
ションと実名コミュニケーションの“いいとこどり”は
できないかと考えた。
　江戸時代、農民が権力者に訴えを届けるのは命がけ
の行動だった。特に百姓一揆の主導者は、全ての責任
を一人で負わされることもあり得た。そこで考え出さ
れたのが傘

からかされんぱんじょう

連判状と呼ばれる仕組みだった。誰も対
外的には首謀者にならなくてすむように、賛同者が円
形に署名を記す意思表示法である。
　西田さんはこれにヒントを得て、学会での発表に対
して参加者の一人が匿名で意見を表明し、それに一定
数の賛意が集まったら、最初に書き込んだ人を含めて
賛同者全員の名前が円形に画面上に表示されるシステ
ムを作った。参加者は実名で批判的なコメントを書き
込むことも、賛同者を募らずに匿名で書き込むことも、
この傘連判状を使うこともできる。

匿名で始め、実名で発表できる
チャットシステム。あらかじめ設定
した数の賛同者が集まれば、傘連判
状のように賛同者名が連名で表示さ
れる

Figure3　傘連判状コメントシステム
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書籍『消極性デザイン宣言―消極的な人よ、声を上げ
よ。……いや、上げなくてよい。』は多くの人から共
感を得て、今では大学で、「この本を読んで来ました」
と西田さんの研究室に来る学生も多い。
　それでは、この先の5年はどのように展開していく
だろう？
 「積極的な人に代わって消極的な人が社会の主流に躍
り出るといった劇的な変化は起こらないでしょうね。
消極的な人が、物事を慎重に隅々まで考えるその良さ
を生かせるように、仕組みで解決できることを考え、
提供し続けるのが私のライフワークです」
　一方で、と西田さんは続けた。
 「今、ネットの言論空間を中心に、過度な攻撃性など
積極性の中の『悪い面』がもてはやされる風潮が急激
に高まっています。消極性デザインの研究者として
は、悪い積極性を弱めるデザインを考えることも必要
かもしれないと思っています」
　例えば、かかってきた詐欺電話を撃退するAI応答
システムのように、Xで生じやすい「レスバトル（他
人からの粘着的な攻撃が続き、対話を終えたくても終
えられない状況に陥ってしまう）」で相手に肩透かし
感を与えるために、AIが返事するシステムを作ると
か……。西田さんはさまざまな可能性を夢想する。
 「パソコンとネットが普及し始めた1990年代、これ
からは情報通信技術の発達によってバラ色の社会が来
る、という将来像が描かれました。あれから30年経っ
た今では、そんな可能性を信じている若者はいないか
もしれません。でも私は、情報通信技術の発展と共に
育ってきた人間として、技術を使ってより良い未来を
つくる可能性を諦めていないんです」

供するものだが、日常的に顔を合わせる機会のない若
者数十人は、会えば仲良くできるのだが、会わない期
間が長い中で人間関係を築くことは難しく、Slackが
あってもあまり使ってもらえなかった。
 「よくあるのが『ジェスチャーゲームをやって盛り上
がり、親しくなりましょう』というようなやり方です
が、それでは消極的な人はつらいばかりです。そこで、
全員がいつでも見られるSlackに、#しりとりチャン
ネルを作ってみました」
　しりとりはルールの制約が強く、さほど自己開示を
必要としない。それでコミュニケーションが促進され
るだろうか？　
 「そのうち、『う』で終わる語を繰り出し続ける『う』
縛りのしりとりが始まって、1日1回、1人か2人が書
き込む、というやりとりが何カ月も続きました。それ
を続けるうちに、次に顔を合わせたときに『あ、この
人、しりとりで『う』縛りを始めた人だ』と分かった
りするところからゆっくりと距離を縮めていく。コス
パ・タイパの時代にあって、反対に、一気に仲良くな
ろうとしないことが『消極性デザイン』ではないかと」
　言ってみれば、既存のシステムにほんのひと工夫を
加えただけ。西田さんの研究の実装は、必ずしもプロ
ダクトを作ることではなく、コミュニケーションデザ
インのアイデアを現実化することであることがよく分
かる。
　西田さんが消極的な人のためのコミュニケーション
デザインが必要だ、と動き始めたことがきっかけで、
さまざまな領域で消極性に関わる課題を仕組みで解
決しようと考えている研究者が集まり、10年ほど前
に「消極性研究会」が発足した。研究会として出した

Figure5　
消極性研究会の著書
消極性研究会のメンバー 5人の
共著『消極性デザイン宣言―消
極的な人よ、声を上げよ。……
いや、上げなくてよい。』

Figure4　しりとりによるコミュニケーション
日常的なコミュニケーションを
通して無理なく人間関係形成を
促進するため、しりとりを活用
したことも
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お 知 ら せ

「第14回             論文賞」受賞者
および

「2024年度 著書出版・海外学会等
参加助成」受賞者

山口 真一 氏（やまぐち しんいち）
国際大学 グローバル・コミュニケーション・センター 准教授

受賞論文	「AIがもたらすwithフェイク2.0時代の未来と適切な社会的対処」
	 （Nextcom Vol.59、pp4-12 掲載）

概要	 本稿は偽・誤情報に焦点を当て、その影響と対策を考察する。実証研究では、偽・誤情
報を見聞きした後にそれが誤っていると適切に判断している人は14.5%しかいなかっ
た。また、メディアリテラシー、情報リテラシー、批判的思考スコアが高い人は偽・誤
情報を拡散しにくい傾向がある一方、自分は批判的思考態度を取っていると考えている
人はむしろ偽・誤情報を誤っていると気付きにくく、拡散しやすい傾向だった。さらに、
政治家への支持が弱い人ほど、政治家に不利な偽・誤情報を見て支持を下げやすい傾向
があった。AI技術の進展で偽・誤情報が増加しているが、法規制は表現の自由とのバ
ランスの中で慎重に検討する必要がある。対策としてプラットフォーム上の対策、教育、
技術的対抗、ファクトチェックなどが重要である。各ステークホルダーが連携し、国際
協調を図ることが求められる。

第14回 Nextcom論文賞 受賞者   副賞： 30万円

Nextcom 論文賞は、若手研究者の方々を奨励するために設けられています。
第14 回の受賞者は、2023年12月のWinter号（Vol.56）から2024 年Autumn号（Vol.59）までの1年間に、
本誌に掲載された、おおむね45歳以下の著者による論文を対象に、Nextcom 監修委員会が選考・決定しました。
受賞者には、2025年1月30日、株式会社KDDI総合研究所から表彰状と副賞（30万円）が授与されました。
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2024年度 著書出版助成 受賞者 （五十音順）　助成金：各200万円

書名	 『クリエイタ指向の著作権制度』

概要	 情報通信社会を支える一つの基盤である著作権制度に焦点を当て、国際的視点と歴史
的観点から日本法を再検証し、その特殊性を明らかにするとともに、自然人クリエイ
タ保護と情報の自由流通を両立する新たな展望を示す。

発行	 弘文堂（2025年7月30日出版予定）

上野 達弘 氏（うえの たつひろ）　早稲田大学 法学学術院 教授

書名	 『文化資源デジタルアーカイブにおける著作権の権利制限
　　　　 ～「ユーザの権利」の確立に向けて』

概要	 本書は、文化資源のデジタルアーカイブ（DA）政策が進む中、その効用である地理的、
場所的制約のない文化資源へのアクセス確保と、相反する著作権等の権利の調整原理
としてのDA権利の確立を目指す。

発行	 玄武出版（2026年7月31日出版予定）

対象学会：84th Annual Meeting of the Academy of Management
2024年8⽉9⽇〜2024 年8⽉13⽇　米国

栗原 佑介 氏（くりはら ゆうすけ）　慶應義塾大学 政策・メディア研究科 特任准教授

于　松平 氏（う しょうへい）　大分大学 経済学部 講師

本助成は、情報通信に関する社会科学分野の学術出版を助成し、優れた研究成果の公的な流通を支援するもの
です。受賞者は、Nextcom監修委員会の推薦に基づき、公益財団法人KDDI 財団が決定しています。
2024年度は、助成金（各200万円）を受けられる方が下記のように決定し、2025年1月30日に決定通知書
が交付されました。

海外で開催される情報通信に関わる国際会議、シンポジウムなどに参加する方を主な対象に、渡航費用などを
助成するものです。受賞者はNextcom 監修委員会の推薦に基づき、公益財団法人KDDI 財団が決定しています。
2024年度の受賞者には、以下の1名の方が決定し、2025年1月30日に決定通知書が交付されました。

2024年度 海外学会等参加助成 受賞者 　
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著書出版
助成

海外学会等
参加助成

「Nextcom」ホームページ https://rp.kddi-research. jp/nextcom/support/　
問い合わせ先：〒105-0001　東京都港区虎ノ門2-10-4 オークラプレステージタワー
　　　　　　　　株式会社 KDDI総合研究所 Nextcom編集部
　　　　　　　　E-mail : nextcom@kddi.com

本誌では、情報通信に関する社会科学分野の研究活動の活性化を図るため、新鮮な視点を持つ研究者の方々から論文を公募します。

申請対象者：

論文要件：

選考基準：

公募論文数：
公募期間：

選考結果：
著作権等：
掲載時期：

執筆料：
応募：

その他：

大学院生を含む研究者
　＊常勤の公務員（研究休職などを含む）の方は応募できません。

情報通信に関する社会科学分野の未発表論文（日本語に限ります）
　＊情報通信以外の公益事業に関する論文も含みます。
　＊技術的内容をテーマとするものは対象外です。
およそ1万字（刷り上がり10頁以内）
論文内容の情報通信分野への貢献度を基準に、Nextcom監修委員会が選考します。

（査読付き論文とは位置付けません）
毎年若干数
2025年4月1日〜 9月10日
　＊応募された論文が一定数に達した場合、受け付けを停止することがあります。

2025年12月ごろ、申請者に通知します。
著作権は執筆者に属しますが、「著作物の利用許諾に関する契約」を締結していただきます。
2026年3月、もしくは2026年6月発行号を予定しています。
掲載論文の執筆者には、5万円を支払います。
応募方法ならびに詳細は、以下「Nextcom」ホームページをご覧ください。
1. 掲載論文の執筆者は、公益財団法人KDDI財団が実施する著書出版助成に
　応募することができます。
2. 要件を満たせば、Nextcom論文賞の選考対象となります。
3. ご応募いただいた原稿はお返しいたしません。

公募
要領

お 知 ら せ

「Nextcom」論文公募のお知らせ

本誌では、2025年度も公益財団法人KDDI財団が実施する著書出版・海外学会等参加助成に、候補者の推薦を予定しています。

助成内容：
助成対象者：

助成金額：
受付期間：

助成内容：
助成対象者：

助成金額：

受付期間：

推薦・応募：

情報通信に関する社会科学分野への研究に関する著書
過去5年間にNextcom誌へ論文を執筆された方
3件、各200万円
2025年4月1日〜 9月10日（書類必着）

海外で開催される学会や国際会議への参加に関わる費用への助成
情報通信に関する社会科学分野の研究者（大学院生を含む）*
北米東部 欧州 最大40万円　北米西部 最大35万円　ハワイ 最大30万円
その他地域 別途相談（総額150万円）**
随時受け付け
*常勤の公務員（研究休職などを含む）の方は応募できません。
  Nextcom誌に2頁程度のリポートを執筆いただきます。
**助成金額が上限に達し次第、受け付けを停止することがあります。

いずれの助成も、Nextcom監修委員会において審査・選考し、公益財団法人KDDI財団へ推薦の上、
決定されます。応募方法ならびに詳細は、以下「Nextcom」ホームページをご覧ください。

2025年度 著書出版・海外学会等 
参加助成に関するお知らせ
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人々は、今日かつてないほどに
「移動の途上」にある
……ジョン・アーリ

【出典解説】

　言葉はジョン・アーリとアンソニー・エリ
オットの共著『モバイル・ライブズ』*の冒頭に
記されている。
　ジョン・アーリ（1946 〜 2016年）は、英国の
社会学者。「移動」を社会科学のアジェンダに上
らせた社会理論家。移動論パラダイムによって、
歩行からインターネットまでの社会現象を解明
し、移動のシステムがもたらす未来を展望した。
　引用の言葉は「大規模な社会変動が、地球規
模で、人、モノ、資本、情報、観念の移動がます
ます拡大し続けることに内在している」と続く。
モビリテ ィ の諸現象が生活や社会、 アイデン
ティティの変容をもたらしつつある。人々は因
習を逃れてモバイルな新しい生き方に目を向け
ているが、そのリスクもアーリは提起している。
　共著者のアンソニー・エリオットは南オース
トラリア大学の教授。近年は、人工知能に関す
る社会学的研究で注目されている。

*『モバイル・ライブズ—移動が社会を変える』アンソニー・エリオッ
ト　ジョン・アーリ共著　遠藤秀樹監訳　ミネルヴァ書房　2016年

明 日 の 言 葉

　今回の特集「モビリティ」はいかがでしたで
しょうか。次世代交通から空飛ぶクルマまで、
幅広い内容でお届けすることができました。こ
れらのモビリティの進展においてもICTが役割
を果たしていることを、あらためてご確認いた
だく機会になれば幸いです。2025年4月からは、
いよいよ大阪万博が開催されます。本号、次号
と大阪万博にちなんだテーマを取り上げました。
次号のテーマは「ロボティクス」を予定してい
ます。どうぞ、ご期待ください。

（編集長：加藤尚徳）

編集後記
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